
令和５年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 事業実施状況及び効果検証 神奈川県 伊勢原市
単位：（千円）

効果検証

総事業費（単位：千円、四捨五入）

交付対象
経費

起債額 その他

1
電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金（追
加分）給付事業【物価高騰
対策給付金】

福祉総務課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯　（7778世帯）

R6.2 R6.5 577,339 563,905 563,905 0 0 0 13,434
物価高が続く中で家計への影響が大きい、低所得世帯の生
活困窮に対する支援を実施できた。

A.計画
どおり

無

2
令和５年度電力・ガス・食
料品等価格高騰緊急支援
金（追加分）給付事業【物
価高騰対策給付金】

福祉総務課
①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（1,351世帯）

R6.4 R6.8 153,270 138,478 138,478 0 0 0 14,792
物価高が続く中で家計への影響が大きい、低所得世帯の生
活困窮に対する支援を実施できた。

A.計画
どおり

無

3

令和５年度電力・ガス・食
料品等価格高騰緊急支援
金（追加分）給付事業（子
ども加算分）【物価高騰対
策給付金】

福祉総務課

①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯の子
どもの人数（1,171人）

R6.4 R6.8 54,456 49,395 49,395 0 0 0 5,061

物価高が続く中で家計への影響が大きい、子育てをしている
低所得世帯に対し給付を行うことで、生活困窮に対する支援
が実施できた。

A.計画
どおり

無

4
キャッシュレス決済ポイント
還元事業（第４弾）（令和５
年度重点支援地方交付金
補正分）

商工観光課

①物価価格の高騰等に伴う消費者の負担を軽減するとともに、低迷する
個人消費を喚起し、市内事業者を支援するため、市内の対象店舗でス
マートフォンを利用してキャッシュレス決済を行った消費者に対し、決済
額の一部をポイント還元するキャンペーンを実施する。
②ポイント還元経費、事務費
③事業者（市内中小企業、飲食店（大手含む））
　 消費者（市内在住問わず）

R6.2 R6.7 117,812 105,414 105,414 0 0 0 12,398

対象決済サービス（PayPay、auPAY、ｄ払い、楽天ペイ）の専
用アプリを利用したキャッシュレス決済に対して、決済額の
一部をポイント還元するキャンペーンを実施することで、物価
高騰に伴う消費者の負担を軽減するとともに、低迷する個人
消費を喚起し、市内事業者を支援した。
・参加店舗：654店舗
・キャッシュバック総額：97,976,858円
（経済効果額約437,800,000円）

A.計画
どおり

有

【市民アンケート（回答者660人）】
・約71％が「普段より多く消費した」と回答
・約90％が「今後同様のキャンペーンを実施した場合、利用
したいと思う」と回答
・約67％が「今回のキャンペーンは地域経済の活性化に効
果があった」と回答
【事業者アンケート（136店舗回答）】
・約73％が「キャンペーンで売上げが伸びた」と回答

5
伊勢原市障がい者施設物
価高騰支援給付金給付事
業（令和５年度重点支援地
方交付金補正分）

障がい福祉課

①原油価格や物価の高騰により、障がい者福祉施設等に係る運営費の
増大が生じている状況において、利用者負担に影響を及ぼすことなく、施
設等が安定的な運営を図れるよう支援を行う。
②市内障がい者福祉施設等に対し、電気代・ガス代等の増嵩分を補助
③障がい福祉施設等

R6.3 R6.4 3,810 3,810 3,810 0 0 0 0

障がい者施設等43事業所に対して282件（入所・居住施設
210件、通所施設48件、訪問施設24件）の給付金を支給し、
物価高騰が利用者負担金等に与える影響を軽減することが
できた。

A.計画
どおり

無

6
高齢者施設物価高騰支援
給付金給付事業（令和５年
度重点支援地方交付金補
正分）

介護高齢課

①原油価格及び物価高騰の長期化により、高齢者福祉施設等に係る運
営経費の増大が生じている状況から、施設等が安定的な運営を図れる
よう支援を行う。
②県補助制度に準じ、施設の種類や規模等に応じた給付金を支給
③市内高齢者福祉施設等

R6.3 R6.7 10,683 10,682 10,682 0 0 0 1
介護保険事業等を運営する３８法人に対して給付金の交付
を行い物価高騰の影響を緩和することができた。

A.計画
どおり

無

7
畜産業物価高騰対応費補
助事業（令和５年度重点支
援地方交付金補正分）

農業振興課

①原油や物価高騰等により輸入乾牧草の価格が上昇し、経営が圧迫さ
れている畜産農家への影響を緩和することにより、畜産農家の安定的・
持続的な経営を支援する。
②令和5年10月から令和6年2月までの輸入乾牧草の購入費に係る価格
上昇分の一部を助成
③畜産農業者（乳牛19戸、肉牛2戸）

Ｒ6.1 Ｒ6.3 6,441 6,441 6,441 0 0 0 0
畜産農業者21戸（乳牛19戸、肉牛2戸）に対して補助を行
い、輸入乾牧草の価格高騰が経営に与える影響を緩和する
ことができた。

A.計画
どおり

無

8
小学校給食費・中学校給
食費等負担軽減事業（令
和５年度重点支援地方交
付金補正分）

学校教育課

①物価高騰により給食材料費の負担増が生じている中で、給食費を値
上げすることなく適切な給食を提供できるよう、学校給食会を通じて各校
へ食材費増嵩分を補填することにより、保護者の負担増の抑制を図る。
②市立小学校・中学校の食材費増嵩分
③負担軽減対象者：市立小中学校に在籍する児童生徒の保護者
　交付対象者：学校給食会

R6.4 R7.3 14,018 14,018 14,018 0 0 0 0

給食に使用する食材等の高騰が続く中、食材費増嵩分を伊
勢原市学校給食会を通じて各校へ補填したことにより、給食
費の値上げすることなく適切な給食の提供ができ、保護者の
負担増の抑制が図れた。

小学校延べ食数　８０９，１６３食
中学校延べ食数　１９７，０５９食

A.計画
どおり

無

事業実施状況 アンケート調査

No. 事業名称 所属
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
開始

事業
完了

事業効果 評価
実施の
有無

主な意見補助対象
事業費

国庫
補助額

その他
（一般財
源等）
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